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1．背景と目的 

大規模地震における救助活動では、救助のプロフェ

ッショナルのリソースとキャパシティには限りがある

ため、初動の救助活動は一般市民も協力する場合が多

い。そのため、現在の地域防災の現場では、地域住民

が初動の救助活動を担う事が自助・共助の一環として

期待されている。 

しかし、現状、地域住民向けの救助訓練は安全管理

の重要性を認知できるようなものになっていないもの

が多い。このままでは安全管理が不十分なまま住民が

救助活動に従事することで二次災害が発生する危険性

も考えられ、安全管理を重視した住民のための救助活

動訓練プログラムが必要である。そこで、本研究で

は、まずは現在実施されている地域住民向けの救助活

動訓練がどういうものかという実態を明らかにし、次

に、警察による熊本地震における救助活動の調査デー

タ 1)を用いて、実際の救助活動の状況を踏まえた、地

域住民に求められる救助活動訓練の在り方を示すこと

を目的とする。 

2．自主防災組織の現状 

 地域防災を担う主体は地域住民自身であり、その中

心的な役割を担うことが期待されている組織が自主防

災組織である。しかし、上野ら 2)によると、自主防災組

織の活動カバー率と実際の自主防災組織加入自覚率と

の間に大きな差が存在し、現状の自主防災組織の多く

は、自治会や町内会を通じて自主防災組織が組織化さ

れてはいるものの、実際の災害時に組織として有効か

つ十分に機能するかどうかについては、疑問があると

いうことが明らかとなった。そこで、全国の自治体で行

われている救助活動訓練の実態について知るべく、全

市町村を対象とした救助活動訓練に関するアンケート

調査を行った。なお、調査票の送付を 2017 年 12 月 16

日に行い、回収期限を同年 12 月 25 日とした回答数は

694 件で回答率は 39.9％である。その結果、全国で約

50%の市町村が救助活動訓練を行っており、その内容に

ついては、「負傷者等の救出・救護」が主であった。ま

た、現状の救助活動訓練では、「建物の再崩壊を想定し

た安全確保行動」を行っている市町村は 12.7％と少な

く、二次災害に対する配慮があまりなされていない状

況であることが確認された。これは、共助の一環として

地域住民による救助活動を推進するにあたって大きな

課題になると考えられる。 

3．熊本地震における警察による救助部隊と活動 

 熊本地震は前震と本震で 2 回大きな揺れ（震度 7）

が発生した。図 1に示すように、前震発生直後は、被

災地にいる警察署あるいは交番の署員がまず救助活動

を開始し、その後熊本県警の機動隊による活動が開始

された。そして、最後に他地域の広域緊急援助隊が到

着し。活動を開始するという流れになっている。しか

し、図 2 に示す通り、本震後は救助隊がすでに現地に

派遣されていたため、本震発生直後から警察署、交番

の署員だけでなく、広域緊急援助隊も救助活動に取り

掛かることができた。このように、本震発生時に多数

の応援部隊が既に現地におり、直後から活動を開始で

きることは例がない。またそれ故に警察による詳細な

調査が実現した。 

図 1 前震発生後の警察の初動対応 
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図 2 本震発生後の警察の初動対応 

図 1、2を踏まえると、警察組織の中で、一般的に

地震の発災直後にすぐに救助活動を行うことができる

救助部隊とは、地震発生時に現地にいる交番や警察署

の署員である。しかし、交番勤務の警察官は一般的に

2～3人である一方で、一般的に救助隊の人数は 15～

25 人程である。これを踏まえると交番勤務の警察官の

みでは 1 つの救助活動現場を担当することは難しいた

め、近隣住民の協力の元で救助活動を行っていた。こ

のような、警察署員が担当した現場では、救助隊ほど

トレーニングを受けてない状態で、資機材も充分でな

い状態で活動されており、地域住民のみが行う救助活

動現場は、警察署員が担当した現場と近い状況にあっ

たことが想定される。そのため、本研究では、警察署

員が担当した現場がどんな現場であり、地域住民が協

力することのできる救助活動がどのようなものなのか

を明らかにし、考察を行った。 

4．熊本地震における警察の救助活動 

 警察が熊本地震の現場での救助活動にかかった時間

を報告書 1)で分類されている 5つの救助活動のプロセ

ス(要救助者の認知～現場到着、現場到着～呼びかけ

反応確認、呼びかけ反応確認～倒壊建物内への進入開

始、倒壊建物内への進入開始～要救助者への接触、要

救助者への接触～倒壊建物内からの搬出開始)に従っ

て、死亡者と生存者別に、その所要時間を整理した。

なお、生存者に関しては、倒壊家屋により体のどこか

が挟まれている人（以下生存挟有）と体のどこも挟ま

れていない人（生存挟無）に分けられている。この 3

データ（“死亡”、“生存有”、“生存挟無“）間で

多重検定を行った。その結果を表 1 に示す。 

表 1 多重検定の結果 

多重検定の結果、⑤の要救助者への接触～要救助者

の搬出開始における死亡と生存挟まれ有、生存挟まれ

有と生存挟まれ無間において有意な差が認められた。 

また、警察が救助に使用した資機材や、救助活動の

ために倒壊家屋内へ進入したときの進入箇所、圧迫物

の種類についても分析を行った。以上の結果、要救助

者が倒壊家屋からの圧迫を受けているか否か、すなわ

ち救助活動現場の難易度で救助所要時間に差が出るこ

とが確認できた。また、警察署員が担当した現場で

は、破壊を伴わない倒壊家屋内への進入が主であり、

進入の際には安定化措置はほとんどとられていなかっ

たことがわかった。警察署員が救助活動の際に使用し

た資機材は、のこぎりやバールであり、一般人でも使

用することができるものであった。したがって、地域

住民が担当できる現場は、倒壊家屋内への進入に破壊

が伴っていない現場が主になると考えられる。また、

広域で派遣される救助部隊が現地に持ち込むことので

きる資機材の数には限りがあるため、現地では資機材

が不足することが多い。調査データからも多くの現場

でのこぎりやバールといった救助活動に用いる資機材

や毛布等の提供がみられた。このような資機材の提供

も、地域住民が協力することができる重要な活動の一

つである。 

5．結論 

 倒壊家屋からの救助プロセスを分析した結果、「救

助の困難さ」は、救助所要時間によって決めることが

できることがわかった。この救助所要時間に関係する

因子としては、「要救助者が倒壊家屋から体の一部に

圧迫を受けているかどうか」や「圧迫を受けている場

合、圧迫を及ぼしているものの種類」が挙げられる。

また、地域住民が安全に協力できる範囲とは、「進入

に破壊が伴わない現場」、「要救助者が圧迫を受けてい

ない現場」であることがわかった。その他にも、救助

活動そのものに協力するのではなく、資機材の提供等

間接的に協力することも大事であることがわかった。 
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